
当中間連結会計期間（2021年4月1日～2021年9月30日）に
おける国内経済は、東京オリンピック・パラリンピック開催と
いった明るいニュースがありましたが、感染力の強いデルタ株
の流行を受けた緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の発出等
に伴う経済活動の抑制もあり、厳しい状況が続きました。一方
で、ワクチン接種等の感染症対策の効果も見え始めており、今
後、景気の持ち直しが期待されます。
次に金融市場では、日経平均株価は、８月までは新型コロナ
ウイルスの新規感染者数に影響を受けながら低下トレンドで推
移したものの、その後は海外経済の回復やワクチン接種の拡大
による国内経済正常化への期待感を背景に、９月には一時
30,000円台まで回復しました。
鳥取県経済をみますと、昨年に比べ総じて景気は持ち直しつ
つあるものの、感染拡大（第５波）の影響を受け、繁華街の飲
食店に対し時短営業が求められるなど厳しい局面もみられまし
た。パソコン等の世界的な需要増加による半導体不足や、海外
の住宅需要増加に伴うウッドショック、鋼材等の価格高騰も、
自動車関連産業や建設業への下押し圧力となっており、引き続
き幅広い業種で新型コロナウイルス感染の影響が続いています。
一方で、ワクチン接種が進むにつれ、感染状況が落ち着きをみ
せたことから、10月には県内観光施設・飲食店等への支援施策
が再開するなど、今後の経済活動の回復が期待されます。

このような環境の下、当行は役職員一体となって新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響を受けた取引先への支援及び業績の進
展に努めました結果、以下のような業績となりました。
連結財政状態につきましては、預金は、個人預金と公共預金

の増加により、前連結会計年度末比110億71百万円増加し、
9,664億39百万円となりました。貸出金は、事業性貸出と個人
向け貸出の増加により、同74億59百万円増加し、8,361億67
百万円となりました。有価証券は、社債の増加を主因として、
同27億99百万円増加し、1,247億72百万円となりました。
連結経営成績につきましては、経常収益は、貸出金や有価証

券の残高増加等による資金運用収益の増加と役務取引等収益の
増加などにより、前年同期比２億13百万円増加の68億24百万
円となりました。経常費用は、退職給付費用の減少などによる
営業経費の減少等により、同82百万円減少の58億66百万円と
なりました。その結果、経常利益は同２億94百万円増加の９億
57百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は同２億42百万円
増加の６億27百万円となりました。

■�直近の中間連結会計期間における事業の概況

（単位：百万円）

2019年度
中間連結会計期間

（ 自2019年4月1日
至2019年9月30日 ）

2020年度
中間連結会計期間

（ 自2020年4月1日
至2020年9月30日 ）

2021年度
中間連結会計期間

（ 自2021年4月1日
至2021年9月30日 ）

2019年度

（ 自2019年4月1日
至2020年3月31日 ）

2020年度

（ 自2020年4月1日
至2021年3月31日 ）

連結経常収益 7,114 6,611 6,824 13,666 13,409

連結経常利益 1,169 663 957 1,454 1,618

親会社株主に帰属する中間純利益 752 385 627 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － 897 996

連結中間包括利益 721 327 384 － －

連結包括利益 － － － △943 2,184

連結純資産額 49,627 47,820 49,550 47,728 49,444

連結総資産額 993,638 1,052,781 1,098,290 1,004,933 1,085,907

1株当たり純資産額 5,290円63銭 5,097円39銭 5,283円25銭 5,088円01銭 5,270円33銭

1株当たり中間純利益 80円36銭 41円12銭 67円03銭 － －

1株当たり当期純利益 － － － 95円88銭 106円47銭

連結自己資本比率（国内基準） 8.28％ 8.25％ 7.94％ 8.15％ 8.13％

■�主要な経営指標等の推移

（注）	�連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく2006年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。
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＜資産の部＞ （単位：百万円）

区分 前中間連結会計期間
（2020年9月30日）

当中間連結会計期間
（2021年9月30日）

現金預け金 89,870 98,282

有価証券 103,788 124,772

貸出金 821,141 836,167

外国為替 560 680

その他資産 13,318 13,587

有形固定資産 10,489 10,358

無形固定資産 737 1,204

退職給付に係る資産 7,688 9,209

繰延税金資産 1,450 949

支払承諾見返 7,611 6,718

貸倒引当金 △3,864 △3,630

投資損失引当金 △11 △10

資産の部合計 1,052,781 1,098,290

＜負債の部＞ （単位：百万円）

区分 前中間連結会計期間
（2020年9月30日）

当中間連結会計期間
（2021年9月30日）

預金 938,218 966,439

コールマネー及び売渡手形 59 60

借用金 48,700 63,700

外国為替 49 11

その他負債 7,291 8,762

賞与引当金 462 462

退職給付に係る負債 1,628 1,651

偶発損失引当金 315 342

睡眠預金払戻損失引当金 18 10

販売促進引当金 20 －

再評価に係る繰延税金負債 584 580

支払承諾 7,611 6,718

負債の部合計 1,004,960 1,048,739

＜純資産の部＞ （単位：百万円）

区分 前中間連結会計期間
（2020年9月30日）

当中間連結会計期間
（2021年9月30日）

資本金 9,061 9,061

資本剰余金 6,452 6,452

利益剰余金 30,796 31,549

自己株式 △676 △677

株主資本合計 45,633 46,386

その他有価証券評価差額金 585 1,008

繰延ヘッジ損益 △0 △0

土地再評価差額金 962 950

退職給付に係る調整累計額 542 1,114

その他の包括利益累計額合計 2,089 3,073

非支配株主持分 97 90

純資産の部合計 47,820 49,550

負債及び純資産の部合計 1,052,781 1,098,290

■中間連結貸借対照表
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（単位：百万円）

区分
前中間連結会計期間

（ 自2020年4月1日
至2020年9月30日 ）

当中間連結会計期間

（ 自2021年4月1日
至2021年9月30日 ）

経常収益 6,611 6,824

資金運用収益 4,801 4,891

（うち貸出金利息） （4,486） （4,505）

（うち有価証券利息配当金） （282） （336）

役務取引等収益 1,448 1,613

その他業務収益 152 83

その他経常収益 208 236

経常費用 5,948 5,866

資金調達費用 166 168

（うち預金利息） （166） （159）

役務取引等費用 774 751

その他業務費用 3 4

営業経費 4,770 4,628

その他経常費用 232 314

経常利益 663 957

特別利益 － 3

固定資産処分益 － 3

特別損失 9 41

固定資産処分損 0 0

減損損失 9 41

税金等調整前中間純利益 654 919

法人税、住民税及び事業税 135 264

法人税等調整額 127 24

法人税等合計 262 289

中間純利益 391 630

非支配株主に帰属する中間純利益 6 2

親会社株主に帰属する中間純利益 385 627

（単位：百万円）

区分
前中間連結会計期間

（ 自2020年4月1日
至2020年9月30日 ）

当中間連結会計期間

（ 自2021年4月1日
至2021年9月30日 ）

中間純利益 391 630

その他の包括利益 △64 △245

その他有価証券評価差額金 △4 △110

繰延ヘッジ損益 0 0

退職給付に係る調整額 △73 △147

持分法適用会社に対する持分相当額 13 12

中間包括利益 327 384

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 320 382

非支配株主に係る中間包括利益 6 2

■中間連結損益計算書

■中間連結包括利益計算書
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■中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自2020年4月1日　至2020年9月30日）� （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,061 6,452 30,645 △676 45,482
当中間期変動額

剰余金の配当 △234 △234
親会社株主に帰属する中間純利益 385 385
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 150 △0 150
当中間期末残高 9,061 6,452 30,796 △676 45,633

当中間連結会計期間（自2021年4月1日　至2021年9月30日）� （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 9,061 6,452 31,184 △677 46,022
会計方針の変更による累積的影響額 △28 △28

会計方針の変更を反映した当期首残高 9,061 6,452 31,156 △677 45,993
当中間期変動額

剰余金の配当 △234 △234
親会社株主に帰属する中間純利益 627 627
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 393 △0 393
当中間期末残高 9,061 6,452 31,549 △677 46,386

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価

差額金
退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 1,106 △0 950 1,261 3,319 103 49,444

会計方針の変更による累積的影響額 △15 △43
会計方針の変更を反映した当期首残高 1,106 △0 950 1,261 3,319 88 49,400
当中間期変動額

剰余金の配当 △234
親会社株主に帰属する中間純利益 627
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △97 0 ― △147 △245 2 △242

当中間期変動額合計 △97 0 ― △147 △245 2 150
当中間期末残高 1,008 △0 950 1,114 3,073 90 49,550

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価

差額金
退職給付
に係る

調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当期首残高 576 △0 962 615 2,154 91 47,728
当中間期変動額

剰余金の配当 △234
親会社株主に帰属する中間純利益 385
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 8 0 ― △73 △64 6 △57

当中間期変動額合計 8 0 ― △73 △64 6 92
当中間期末残高 585 △0 962 542 2,089 97 47,820
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間

（ 自2020年4月1日
至2020年9月30日 ）

当中間連結会計期間

（ 自2021年4月1日
至2021年9月30日 ）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 654 919

減価償却費 384 386

貸倒引当金の増減（△） 89 △115

持分法による投資損益（△は益） △2 △0

投資損失引当金の増減額（△は減少） △7 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 1 4

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △460 △435

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △23 48

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） △5 △1

偶発損失引当金の増減（△） 3 3

資金運用収益 △4,801 △4,891

資金調達費用 166 168

有価証券関係損益（△） △119 △115

為替差損益（△は益） 0 △0

固定資産処分損益（△は益） 0 △3

貸出金の純増（△）減 △43,128 △7,458

預金の純増減（△） 3,642 11,071

コールマネー等の純増減（△） 43,698 △3

外国為替（資産）の純増（△）減 △117 74

外国為替（負債）の純増減（△） 22 4

資金運用による収入 4,630 4,902

資金調達による支出 △192 △192

その他 351 1,484

小計 4,783 5,847

法人税等の支払額 △58 △298

法人税等の還付額 107 ―

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,832 5,549

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △19,250 △22,421

有価証券の売却による収入 14,578 6,115

有価証券の償還による収入 4,927 13,476

有形固定資産の取得による支出 △85 △409

有形固定資産の売却による収入 ― 56

その他の資産の取得による支出 △17 △484

投資活動によるキャッシュ・フロー 152 △3,666

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △233 △234

財務活動によるキャッシュ・フロー △233 △234

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,751 1,647

現金及び現金同等物の期首残高 85,119 96,634

現金及び現金同等物の中間期末残高 89,870 98,282

■�中間連結キャッシュ・フロー計算書
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注記事項
（当中間連結会計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで））
（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
1.連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社　　　　　　　　　1社
　会社名
　株式会社とりぎんカードサービス
（2）非連結子会社
会社名
とっとり地方創生ファンド投資事業有限責任組合
とっとり地方創生ファンド投資事業有限責任組合2号
非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除い
ても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げな
い程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

2.持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社
　該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社　　　　2社
会社名
とりぎんリース株式会社
とっとりキャピタル株式会社

（3）持分法非適用の非連結子会社
会社名
とっとり地方創生ファンド投資事業有限責任組合
とっとり地方創生ファンド投資事業有限責任組合2号
持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて
も中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から
除いております。

（4）持分法非適用の関連会社
該当ありません。

3.連結子会社の中間決算日等に関する事項
連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。

4.会計方針に関する事項
（1）商品有価証券の評価基準及び評価方法
　�商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）により行っております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
　①�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法によ
る償却原価法（定額法）、その他有価証券については時価法（売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等
については、移動平均法による原価法により行っております。

　　�なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法に
より処理しております。

　②�有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財
産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行ってお
ります。

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
（4）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
当行の有形固定資産は、定率法（ただし、1998年4月1日以後に取得
した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年4月1日以後に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償
却費見積額を期間により按分し計上しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　6年～50年
その他　2年～20年
②無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用の
ソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間
（主として5年）に基づいて償却しております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無
形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法
により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上
に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のも
のは零としております。

（5）繰延資産の処理方法
株式交付費及び社債発行費は、支出時に全額費用として処理しており
ます。

（6）貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと
おり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下
「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以
下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに
記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権
については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に
判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査
しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を
控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、
その金額は600百万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等
を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しており
ます。

（7）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行
会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（8）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する
賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上し
ております。

（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者
からの払戻損失に備えるため、過去実績に基づく将来の払戻損失見込
額を計上しております。

（10）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度の導入により、将来
発生する負担金の支払に備えるため、必要額を計上しております。

（11）利息返還損失引当金の計上基準
子会社のクレジットカード事業において、将来の利息返還の請求に備
えるため、過去の返還実績等を勘案した利息返還損失引当金を計上し
ております。
なお、当該引当金の計上による影響は軽微であり、金額的重要性に乏
しいため、「その他負債」に含めて表示しております。

（12）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当中間連結会計期間
末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によってお
ります。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであり
ます。
数理計算上の差異　：	�各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（主として10年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌
連結会計年度から損益処理

なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る当中間連結会計期間末の自己都合要支給額を退職給付
債務とする方法を用いた簡便法を一部適用しております。

（13）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債については、中間連結決算日の為替相場によ
る円換算額を付しております。
連結子会社の外貨建資産・負債は該当ありません。
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（14）重要なヘッジ会計の方法
　①金利リスク・ヘッジ
当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の
方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24
号 2020年10月8日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジにつ
いて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利ス
ワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し
評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジに
ついては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検
証により有効性の評価をしております。

　②為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘ
ッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実
務指針第25号 2020年10月8日）に規定する繰延ヘッジによってお
ります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務
等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為
替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭
債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在する
ことを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
連結子会社はヘッジ取引を行っておりません。

（15）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結
貸借対照表上の「現金預け金」であります。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31
日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の
期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識することといたしました。
これにより、役務取引等収益の一部について、従来受領時に一時点
で収益を認識しておりましたが、財又はサービスが提供された時に
収益を認識する方法に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項た
だし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当中間連結会計期
間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響
額を、当中間連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首
残高から新たな会計方針を適用しております。
この結果、当中間連結会計期間における影響は軽微であります。
なお、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従っ
て、「収益認識関係」注記のうち、当中間会計期間に係る比較情報に
ついては記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4
日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の
期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する
会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定め
る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会
計方針を、将来にわたって適用することといたしました。この結果、
当中間連結会計期間における影響は軽微であります。
また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごと
の内訳等に関する事項等の注記を行うことといたしました。

（表示方法の変更）
（中間連結損益計算書関係）
利子補給金の表示方法は、従来その他の受入利息に含めて表示して
おりましたが、金額的重要性が増したため、前連結会計年度より貸
出金利息に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映さ
せるため、前中間連結会計期間の組替を行っております。
この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、資
金運用収益のうち利子補給金3億1百万円を貸出金利息に含めて表示
しております。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染症の影響）
新型コロナウイルス感染症の地域経済への影響を含む仮定について、
重要な変更はありません。

（中間連結貸借対照表関係）
1.非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額
株　式� 384百万円
出資金� 398百万円

2.貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。
破綻先債権額� 103百万円
延滞債権額� 8,753百万円

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続し
ていることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行
った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまで
に掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であり
ます。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶
予した貸出金以外の貸出金であります。
3.貸出金のうち3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
　　3カ月以上延滞債権額� 50百万円
なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の
翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当
しないものであります。
4.貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
　　貸出条件緩和債権額� 1,438百万円
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
5.�破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債
権額の合計額は次のとおりであります。
　　合計額� 10,346百万円
なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。
6.�手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号　
2020年10月8日）に基づき金融取引として処理しております。これに
より受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国
為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を
有しておりますが、その額面金額は次のとおりであります。
� 2,597百万円
7.�担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　有価証券� 69,003百万円
　計� 69,003百万円
担保資産に対応する債務
　預　金� 855百万円
　借用金� 63,700百万円
また、その他資産には、金融商品等差入担保金及び保証金が含まれて
おりますが、その金額は次のとおりであります。
　金融商品等差入担保金� 10,000百万円
　保証金� 397百万円
8.�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につい
て違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契
約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであ
ります。
融資未実行残高� 235,526百万円
　うち契約残存期間が1年以内のもの� 235,526百万円
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである
ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来
のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの
契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられてお
ります。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行
内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の
見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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9.�土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基
づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当
該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として
負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし
て純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日　1998年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第
119号）第2条第1号に定める地価公示法に基づいて、奥行価格補
正、時点修正等合理的な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当中間連結会計
期間末における時価の合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価
額の合計額との差額� 4,209百万円

10.有形固定資産の減価償却累計額
　　減価償却累計額� 8,932百万円
11.有形固定資産の圧縮記帳額
　　圧縮記帳額� 2,797百万円
12.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条
第3項）による社債に対する保証債務の額� 17,163百万円

（中間連結損益計算書関係）
1.その他経常収益には、次のものを含んでおります。

償却債権取立益� 0百万円
株式等売却益� 119百万円

2.その他経常費用には、次のものを含んでおります。
貸出金償却� 34百万円
貸倒引当金繰入額� 199百万円

3.営業経費には、次のものを含んでおります。
雑費� 1,209百万円
給料・手当� 2,359百万円
土地建物及び機械賃借料� 327百万円
退職給付費用� △175百万円
預金保険料� 143百万円

（中間連結株主資本等変動計算書関係）
1.�発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する
事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期首株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数

発行済株式
　普通株式 9,619 ― ― 9,619

合計 9,619 ― ― 9,619
自己株式
　普通株式 257 0 ― 258

合計 257 0 ― 258
（注）�普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取によるものであ

ります。
2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
該当事項はありません。
3.配当に関する事項
（1）当中間連結会計期間中の配当金支払額

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年6月25日　　定時株主総会 普通株式 234 25.0 2021年3月31日 2021年6月28日
（2）�基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日

が当中間連結会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2021年11月12日　　取締役会 普通株式 234 利益剰余金 25.0 2021年9月30日 2021年12月1日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

現金預け金勘定 98,282百万円
現金及び現金同等物 98,282百万円

（リース取引関係）
ファイナンス・リース取引
所有権移転外ファイナンス・リース取引
1.リース資産の内容
（1）有形固定資産
　主として、電子機器及び車両であります。
（2）無形固定資産
　ソフトウェアであります。
2.リース資産の減価償却の方法
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.会計方針に
関する事項」の「（4）固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ
ります。

（金融商品関係）
1.金融商品の時価等に関する事項
中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで
あります。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には
含めておりません（P.9（注1）参照）。また、現金預け金、コールロー
ン及び買入手形、買現先勘定、債券貸借取引支払保証金、外国為替（資
産・負債）、コールマネー及び売渡手形、売現先勘定、債券貸借取引受
入担保金並びに短期社債は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
中間連結貸借対照表

計上額 時価 差額

（1）有価証券
満期保有目的の債券 17,163 17,177 13
その他有価証券 104,372 104,372 ―

（2）貸出金 836,167
貸倒引当金（＊1） △3,577

832,589 845,176 12,586
資産計 954,126 966,726 12,600
（1）預金 966,439 966,609 170
（2）借用金 63,700 63,690 △9
負債計 1,030,139 1,030,300 160
デリバティブ取引（＊2）
ヘッジ会計が適用されていないもの △1 △1 ―
ヘッジ会計が適用されているもの 0 0 ―

デリバティブ取引計 △0 △0 ―
（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊2）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。
		  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
（＊3）�ヘッジ対象である貸出金等のキャッシュ・フローの固定化のためにヘッジ手段とし

て指定した金利スワップ等であり、主に繰延ヘッジを適用しております。なお、こ
れらのヘッジ関係に、「LIBORを参照する金融商品に関するヘッジ会計の取扱い」（実
務対応報告第40号　2020年9月29日）を適用しております。

（注1）	市場価格のない株式等及び組合出資金の中間連結貸借対照表計上
額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「その他有価証券」
には含めておりません。

（単位：百万円）

区分 当中間連結会計期間
（2021年9月30日）

①非上場株式（＊1）（＊2） 1,890
②組合出資金（＊3） 1,346
合計 3,236

（＊1）	�非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第19号 2019年7月4日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしており
ません。

（＊2）	当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行っておりません。
（＊3）	�組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第31号2019年7月4日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりま
せん。

2.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び
重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：�観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活

発な市場において形成される当該時価の算定の対象
となる資産または負債に関する相場価格により算定
した時価

レベル２の時価：�観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル1の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用
いて算定した時価

レベル３の時価：�観察できない時価の算定に係るインプットを使用し
て算定した時価
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時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合
には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算
定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券
　その他有価証券 14,192 78,271 ― 92,463
　　国債 10,773 ― ― 10,773
　　地方債 ― 68,270 ― 68,270
　　社債 ― 10,000 ― 10,000
　　株式 3,196 ― ― 3,196
　　その他 222 ― ― 222
デリバティブ取引
  通貨関連 ― 33 ― 33
資産計 14,192 78,304 ― 92,497
デリバティブ取引
  通貨関連 ― 34 ― 34
  クレジット・デリバティブ ― 0 ― 0
負債計 ― 35 ― 35

（＊）�「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年7月
4日）第26項に定める経過措置を適用した投資信託等については、上記表には含めて
おりません。中間連結貸借対照表における当該投資信託等の金額は11,909百万円で
あります。

（2）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
有価証券
　満期保有目的の債券 ― ― 17,163 17,163
　　社債 ― ― 17,163 17,163
貸出金 ― ― 845,176 845,176
資産計 ― ― 862,340 862,340
預金 ― ― 966,609 966,609
借用金 ― 63,690 ― 63,690
負債計 ― 63,690 966,609 1,030,300

（注1）�時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの
説明

資産
有価証券
有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用で
きるものはレベル1の時価に分類しております。主に上場株式、国債が
これに含まれます。公表された相場価格を用いていたとしても市場が
活発でない場合にはレベル2の時価に分類しております。主に地方債、
社債がこれに含まれます。
私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとのデフォルト率をインプ
ットとして時価を算定しており、当該デフォルト率が観察不能である
ことからレベル3の時価に分類しております。

貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映する
ため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は
帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま
す。固定金利によるものは、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元
利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り
引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（1年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額等に基づいて貸
倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連
結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額
に近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、
返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条
件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳
簿価額を時価としております。
これらの取引につきましては、レベル3に分類しております。

負債
預金
要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳
簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定
の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在
価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際
に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（1年以内）
のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。
これらの取引につきましては、レベル3に分類しております。
借用金
借用金のうち、固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当
該借用金の元利金の合計額を同様の借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期
間（1年以内）のもの及び変動金利によるものは、時価は帳簿価額と近
似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
これらの取引につきましては、レベル2に分類しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格
を利用できるものはレベル1に分類しており、主に債券先物取引や金利
先物取引がこれに含まれます。
ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相
場価格が存在しないため、取引の種類や満期までの期間に応じて現在
価値法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価
を算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプット
は、金利や為替レート、ボラティリティ等であります。
観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場
合はレベル2に分類しており、プレイン・バニラ型の金利スワップ取
引、為替予約取引等が含まれます。

（ストック・オプション等関係）
該当事項はありません。

（資産除去債務関係）
該当事項はありません。

（賃貸等不動産関係）
該当事項はありません。

（収益認識関係）
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「セグメント情報等」に
記載のとおりであります。

（1株当たり情報）
1.1株当たり純資産額
1株当たり純資産額 5,283.25円

2.�1株当たり中間純利益及び算定上の基礎
1株当たり中間純利益 67.03円
（算定上の基礎）
親会社株主に帰属する中間純利益 627百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 627百万円
普通株式の期中平均株式数 9,361千株

（注）�なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式がないので記
載しておりません。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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当中間連結会計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）� （単位：百万円）

報告セグメント
調整額 中間連結財務

諸表計上額銀行業 カード事業 合計
役務取引等収益 1,438 188 1,626 △13 1,613
　預金・貸出業務（注）1 261 ― 261 △6 255
　為替業務 301 ― 301 ― 301
　証券関連業務（注）1 362 ― 362 ― 362
　代理業務 171 ― 171 ― 171
　保護預り業務 10 ― 10 ― 10
　保証業務（注）2 34 ― 34 ― 34
　その他（注）1 294 188 483 △6 476
その他経常収益 9 ― 9 ― 9
　その他 9 ― 9 ― 9
顧客との契約から生じる経常収益 1,447 188 1,635 △13 1,622
上記以外の経常収益 5,189 18 5,207 △6 5,201

（1）外部顧客に対する経常収益 6,624 200 6,824 ― 6,824
（2）セグメント間の内部経常収益 12 6 19 △19 ―

計 6,636 206 6,843 △19 6,824
セグメント利益 950 7 957 △0 957
セグメント資産 1,097,170 1,941 1,099,111 △821 1,098,290
セグメント負債 1,047,880 1,680 1,049,561 △821 1,048,739
その他の項目
　減価償却費 385 0 386 ― 386
　資金運用収益 4,879 17 4,897 △5 4,891
　資金調達費用 168 5 173 △5 168
　持分法投資利益 0 ― 0 ― 0
　持分法適用会社への投資額 4 2 6 ― 6
　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額 894 ― 894 ― 894

（注）1.�企業会計基準29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益も含まれて
おります。

	 2.企業会計基準29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益です。
	 3.�一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、

差異調整につきましては、セグメント利益と中間連結損益計算書の経常利益
計上額の差異について記載しております。

	 4.調整額は以下のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間取引消去△0百万円

であります。
（2）セグメント資産の調整額△821百万円は、セグメント間債権債務消去…

△821百万円であります。
（3）セグメント負債の調整額△821百万円は、セグメント間債権債務消去…

△821百万円であります。
（4）資金運用収益の調整額△5百万円は、セグメント間取引消去△5百万円で

あります。
（5）資金調達費用の調整額△5百万円は、セグメント間取引消去△5百万円で

あります。

前中間連結会計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）� （単位：百万円）

報告セグメント
調整額 中間連結財務

諸表計上額銀行業 カード事業 合計
経常収益

（1）外部顧客に対する経常収益 6,403 208 6,611 ― 6,611
（2）セグメント間の内部経常収益 12 4 16 △16 ―

計 6,416 212 6,628 △16 6,611
セグメント利益 639 24 663 △0 663
セグメント資産 1,051,900 1,774 1,053,675 △893 1,052,781
セグメント負債 1,004,358 1,496 1,005,854 △894 1,004,960
その他の項目
　減価償却費 384 0 384 ― 384
　資金運用収益 4,787 20 4,807 △5 4,801
　資金調達費用 166 5 172 △5 166
　持分法投資利益 2 ― 2 ― 2
　持分法適用会社への投資額 4 2 6 ― 6
　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額 103 ― 103 ― 103

（注）1.�一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。また、
差異調整につきましては、セグメント利益と中間連結損益計算書の経常利益
計上額の差異について記載しております。

	 2.調整額は以下のとおりであります。
（1）セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間取引消去△0百万円

であります。
（2）セグメント資産の調整額△893百万円は、セグメント間債権債務消去△

893百万円であります。
（3）セグメント負債の調整額△894百万円は、セグメント間債権債務消去△

894百万円であります。
（4）資金運用収益の調整額△5百万円は、セグメント間取引消去△5百万円で

あります。
（5）資金調達費用の調整額△5百万円は、セグメント間取引消去△5百万円で

あります。

（セグメント情報）
1.�報告セグメントの概要
	� 当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、企業集団としての経営の見地から、経営
資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

	� 当行グループは、銀行業務を中心にクレジットカード業務などの金融サービスの提供を事業活動として展開しております。なお、「銀行業」、「カード
事業」を報告セグメントとしております。

	� 「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、為替業務を中心とした銀行業務及びクレジットカード業務以外の金融サービス業務を行って
おります。「カード事業」はクレジットカード業務を行っております。

2.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
	� 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同一であり、報告セグメ
ントの利益は、経常利益ベースの数値であります。報告セグメント間の取引は主に貸出取引及び預金取引であり、一般的取引条件と同様に決定して
おります。

3.報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情報

■�セグメント情報等
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（関連情報）
　前中間連結会計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）
1.サービスごとの情報� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計
外部顧客に対する経常収益 4,199 519 1,892 6,611
（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益
　　�当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が中間連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略して
おります。

（2）有形固定資産
　　当行グループは、中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額すべてが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で中間連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

　当中間連結会計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）
1.サービスごとの情報� （単位：百万円）

貸出業務 有価証券投資業務 その他 合計
外部顧客に対する経常収益 4,559 554 1,710 6,824
（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

2.地域ごとの情報
（1）経常収益
　　�当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が中間連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略して
おります。

（2）有形固定資産
　　当行グループは、中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額すべてが本邦に所在しているため、記載を省略しております。

3.主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で中間連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）
　前中間連結会計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）� （単位：百万円）

報告セグメント
銀行業 カード事業 合計

減損損失 9 ― 9

　当中間連結会計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）� （単位：百万円）
報告セグメント

銀行業 カード事業 合計
減損損失 41 ― 41

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）
　前中間連結会計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）
　該当事項はありません。

　当中間連結会計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）
　該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）
　前中間連結会計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）
　該当事項はありません。

　当中間連結会計期間（2021年4月1日から2021年9月30日まで）
　該当事項はありません。

（単位：百万円）
前中間連結会計期間末
（2020年9月30日）

当中間連結会計期間末
（2021年9月30日）

破綻先債権額 749 103
延滞債権額 8,055 8,753
3ヵ月以上延滞債権額 225 50
貸出条件緩和債権額 1,678 1,438
合計 10,709 10,346

■�連結リスク管理債権
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連結情報
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